
















































































































































す。規模によりますが，一つの風車で年間 1,000 万から 2,000 万円程度，地元自治体に固定資産税
が入ります。風力発電に適した場所は過疎地域であることも多く，地元自治体にとっては風力発電
による固定資産税は魅力的でしょう。しかし，地域にもたらされるのはそれだけです。





































　再生可能エネルギー事業への担い手の世代の問題もあります。例えば，30 ～ 40 代や 20 代といっ
た若い世代が地域で再生可能をやりたいと思っても，若い世代はお金もノウハウもないため，結局




































































































































































陽光発電所は，会津地域初のメガソーラー発電所であり，そこで発電した電気は 2017 年 9 月より
生活クラブエナジーを通じて，生活クラブ生協の組合員に供給できるようになっています。
　ここで注目したいのは，会津太陽光発電という会社です。この会社も，3.11 後の 2012 年に設立
されました。原発事故で本当に大変な思いをした福島県民が，エネルギーについて学習し，未来の





















































































　『おだやかな革命』という映画（http://odayaka-kakumei.com/）が 2018 年 2 月に公開されます。
市民の地域エネルギーの事業を通して，地域での暮らしが魅力的に変化を遂げる姿を記録した映画
で，私も少し関わっています。ディーセント・ワークのあり方，まっとうな暮らし，まっとうな仕
事のあり方がみてとれるのではないかと思いますので，ご紹介をしておきます。
　まっとうな暮らし，まっとうな仕事の前に，まっとうな政治が必要だというご意見もあるかもし
れませんし，私もそう思います。一方で，足元のローカルなレベルで，グリーン・ジョブという観
点から地域再生を考える，そういった研究を私自身はやっていきたいと思っています。
　以上です。ありがとうございました。（拍手）
